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概要
介護保険法とNPO法という 2つの法律が在宅介護サービスにおける非営利組織を変化さ
せている。従来は指導者の強いリーダーシップと集団の凝集性が組織化の要であったが、
近年はマネジメントの視点が発生し、手続き的公正にもとづく民主的ガパナンスが要請さ
れ、行政機関との協働が促進されている。このような構造的変化の重要な契機は、説明責
任と住民への信頼にもとづいている。
はじめに
経済企画庁によると、日本の非営利組織は1997
年現在8万5786団体存在しており、任意法人の市
民活動団体の 4割近くが福祉・保健・医療の活動
をおこなっているものと推計されている(経済企
画庁国民生活局1997:3)。非営利活動の経常支出
はGDPの2.3%、雇用では非農業総就業者数の
3.5%を占め、一国経済に大きな影響を与えており、
もはやその活動を無視することはできない(山内
1999: 6)。
このような非営利団体の台頭にもかかわらず、
各国では非営利団体の定義も異なるし、その実態
も多様である。ただし、いくつかの点で共通点も
みられる。各国と日本の共通点について、 3つ要
約しておこう。第 1に、非営利部門は一国経済に
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おける所得と雇用に大きな影響を与えている。第
2に、社会サービスや保健・医療が非営利部門に
しめる割合が半分近くになっており、これは日本
についてもいえることである O 第3に、社会サー
ビスや保健・医療は、財源にしめる公的セクター
の役割が大きい。
本稿の目的は、公的介護保険法と特定非営利活
動促進法 (NPO法)の制定を契機にして、 1999年
現在、非営利組織をとりまく環境がどのように変
化しているのか検討することである。今日の報告
は、全国社会福祉協議会の「住民参加型在宅福祉
サービス団体の運営等のあり方に関する研究会」
(1995~1996年度)、「住民参加型在宅福祉サービス
の組織運営基盤整備に関する研究会J(1997年度)
における非営利組織へのヒアリングと調査結果に
もとづいている。そこでは、①非営利組織が独立
したサード・セクターとしては存立しえないこと、
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②非民主的・非合理的な存在として日本の非営利
組織が指摘されてきたが、それが介護保険法と特
定非営利活動促進法の制定という環境変化にもと
づき、非営利組織の戦略と構造が大きく転換して
いること、の 2つが指摘される。
1. NPOとしての福祉団体
(1 )団体の組織特性
在宅福祉サービスを提供している団体の組織特
性は、 1)高い凝集性と強いリーダーシップ、 2) 
外部への資源依存と類似集団への制度的同型化、
3 )低い公式性と標準性、の3つにまとめられる。
第1の凝集性とは、『社会学事典Jによると、
「集団内に成員を引きとめるべく作用する全体的場
の力」として定義づけられている(見田啓介ほか
1994 : 207)。小集団にとって強い結束力と同質的
な価値観が能率性向上にとって必要であり、逆に
組織の分野や風土にあわない成員は離脱すること
になる。それらの小集団をとりまとめているのが、
団体の創設者である責任者たちのリーダーシップ
とカリスマであろう。一定の期間、組織生活を同
じくすることを通じて、共通の信条・価値観・哲
学・文化・風土を分かち合え、責任者たちのリー
ダーシップも有効となりうる。田尾によると、カ
リスマによる組織運営が有効なのは組織の初期な
いし小規模の段階であり、その限界が見えはじめ
たときにアソシエーションからビューロクラシー
への発展の可能性がうまれる(田尾1999: 6-75) 0 
第2の特徴は資源依存と制度的同型化である。
権限・財源・情報・人的資源において外部環境に
強く依存しているのが一般的であり、その意味で
自律性は高くない。しかも、類似の非営利団体は、
共通した問題を抱え、共通の時代意識をもち、共
通した成員から構成されていることが多いため、
その組織構造はパウエルとデイマジオたちが指摘
するように、制度的な同型化を示すことになる。
彼らによると、制度的同型化の発生メカニズムは、
①強制的同型化Ccoerciveisomorphism)、②模倣
的同型化 (mineticisomorphism)、③規範的同型
化 (nomativeisomorphism)、の 3つにまとめら
れる。
強制的同型化とは相互依存の関係にある他の組
織や社会期待からの公式・非公式の圧力であり、
法律、政府の指示指導、業界団体の会社運営方法
などが例としてあげられるO 模倣的同型化とは技
術に対する認識不足、目標の暖味さ、環境の不確
実性のために模倣できるモデルを他の制度に求め
ることであり、 19世紀の日本がドイツ、フランス、
イギリス、アメリカから諸制度を模倣した例があ
げられている。そして規範的同型化とは専門教育
と専門職聞のネットワークを推進力とするもので、
職務の実施方法を確立することや職務地位の独立
を求めることで推進されるとするO 彼らは論文の
中で、制度的同型化の進展条件について、組織レ
ベルとフィールドレベルのそれぞれ6つ、計12の
仮説を提示している。 (DiMaggioand Pawell 
1983:147-160)。
第3に低い公式性と標準性であるが、これは組
織の権限構造の明確化、内部規定の制定、調整作
業の定型化などがあげられる。これは前述の凝集
性とカリスマと無関係ではなく、大きなコストを
はらって高い公式化や標準化の組織機構を整える
よりも、凝集性やリーダーシップに依存した組織
運営をおこなった方が、小さな組織にとって合理
的だからにほかならない。
たとえば、在宅介護や家事援助をおこなう住民
参加型在宅福祉サービス団体は、行政サービスの
不足と家族介護の限界の狭間で発足した。そのた
め、サービス提供の背景にある組織運営の合理的
な理屈は後回しであったといってよい。 いかに良
質のサービスを多く提供できるか、という緊急課
題に答えるのがやっとであった。在宅福祉サービ
スの場合は、マネジメントの発想、の芽生えであり、
近代化と合理化の要請であり、後述する公式化と
標準化の内部組織改革はアカウンタピリティと社
会信頼に応える形でおこなわれている。
(2)ボランタリーの失敗と第三者政府
前述したサラモンの「第三者政府 ThirdParty 
GovemmentJとは、現代における政府の役割が、
サービスの直接的提供からサービス提供者の監督
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へと役割変化が生じていることをあらわすための
概念である。一般の人びとは、民間非営利組織と
行政機関の違いが理解できないだろう。社会福祉
法人の社会福祉協議会や財団法人の福祉公社を市
役所と同じに思っている人がほとんどだろう。な
ぜか。その理由は、行政機関と非営利組織・非政
府組織の相互依存が進展しているからである。料
金収入・寄付・贈与・遺産という自主的な財源調
達は、組織としての自律性を維持するために必要
となる。しかしながら、政府と事業契約を結んで
政策提供の機関となったり、逆に非営利団体のサ
ービスを政府が購入することも多くなってきた。
この場合、政府の役割は政策の提供から財源の提
供や民間団体の監督・統制へと移行しているとい
ってよい。
L.サラモンによると、非営利組織が政府のパ
ートナーとして公共サービスの担い手となること
は、民間非営利組織にとって「ボランタリーの失
敗 VoluntaryFailureJを補う意味があるという O
つまり、資源生産の不十分さ (Philanthropic
Insufficiency)、特定の社会集団にしか焦点をあて
ない特殊主義 (PhilanthropicParticularism)、サ
ービス提供が権利でなく慈善にもとづきおこなわ
れる温情主義 (PhilanthropicPaternalism)、対人
的問題解決する際のアマチュアリズム
(Philanthropic Amateurism)を政府との関係強化
で克服できるという O この時の政府の調整的役割
を強調してサラモンは、「第三者政府 ThirdParty 
GovernmentJという概念を提示する CSalamon
1995:44-48)。イギリスにおいては、「民間への権
限付与 EnablingAuthority Jとも呼ばれている O
日本においても、保育や介護の政策領域において
措置から契約という政策転換がみられ、民間団体
が公共サービスの重要な担い手となり、政府(自
治体)の役割は民間団体が提供する公共サービス
を中立的に監督する役割に変わりつつある。その
典型例が介護保険における非営利組織の役割であ
ろう。
都道府県知事が認定する「指定居宅サービス事
業者」のほかに、介護サービスを提供する団体と
して「基準該当サービス事業者」が存在する。介
護保険法第42条第一項2号によると、「指定居宅サ
ービスの事業にかかる第七十四条第一項の厚生省
令で定める員数並びに向上第二項に規定する指定
居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準
のうち、厚生省令で定めるものを満たすと認めら
れる事業をおこなう事業所によりおこなわれるも
のに限る」とされている。住民参加型在宅福祉サ
ービス団体の任意団体に対して、介護保険の居宅
介護サービス費の支給がおこなわれる根拠(正当
性)となる。
(3)介護保険法とNPO法の影響
福祉サービスを提供している団体はNPO法人を
取得する意欲は十分にあり、周知の通り、介護保
険は民間非営利組織に大きな影響を与えはじめて
いる。また、「非営利組織は介護保険の事業者にな
れるのかJI法人格をもっていないと指定事業者に
なれないのではないかJIケアマネージャーの有資
格者が事業者認定の鍵になるのではないか」とい
う疑問点がでている。
住民参加型組織の介護保険への対応は 3つの方
向である。第1は居宅介護サービスの指定事業者
になる準備をするという対応である。社会福祉法
人、財団法人、社団法人、医療法人、株式会社と
いう法人格をもっていない団体は、それを獲得す
る団体がでてくるものと思われる。第2はボラン
テイアの要素をできるだけ残しながら、居宅介護
サービスの基準該当団体になる団体であろう。こ
の範時にはいる団体は、任意法人ないしNPO法人
であることが多いだろう。第3は従来どおり、任
意法人のままの福祉団体となる。
介護保険の指定事業者になるのが望ましいわけ
ではないし、それになることを勧める必要もない。
実際に都道府県から居宅サービス指定業者になれ
る非営利団体はきわめて少ないだろう。基準該当
団体として介護保険とボランテイアとの「両にら
み」が現実的かもしれない。しかしながら、介護
保険によって介護という行為が、「公的」なものと
なることは明らかであり、介護行為が公衆の目に
さらされることはまちがいない。指定事業者にな
るならないは別として、住民参加型団体には、ま
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ず社会的責任が求められる。アカウンタピリテイ
と言う言葉は、行政機関が議会に対する「会計責
任」を意味し、予算項目について説明する責任を
さしている。職員の雇用、ヘルパーの身分、住民
からの徴収方法など、住民から説明を求められて、
それに十分答えられることが必要となる。
つぎに、合理的な組織運営と言う意味でのマネ
ジメントが求められてくる。いままでは、小さな
世界での会員の中での介護であったが、これから
は大きな社会での社会的行為であることが必要と
なり、それゆえに急速に組織の合理化と近代化が
求められるO ニーズの判定に際しでも、一般と個
別、原則と例外の見極めが必要であり、規則や規
定の準備が必要となる。個人のパーソナリティ、
能力、リーダーシップが発揮できるのは小さな規
模の時だけだからにほかならない。
住民参加型団体は、介護保険を契機に、①事業
型、②地域づくり型、に二極分解するだろう。地
域づくり型団体は現行団体の形態でも実現可能で
あるが、事業型団体はいわばベンチャー企業と同
じといってよい。非営利組織の責任者はボランテ
イア団体の統轄責任者というより、中小企業の社
長と同じ業務をこなすことになる。日本の住民参
加型団体にも、マネジメントが誕生してくるわけ
である。事業型団体は、さらに介護保険居宅サー
ビス事業の指定団体、その適用を受けない対象者
をカパ}する団体の 2つになる。
普遍的に事業展開するためには、組織の構造化
が必要となる。一般と個別、原則と例外、個人の
パーソナリティにもとづくものか、それに依存し
ない普遍的なものか、このような区別が必要とな
ってくるO そして、介護保険の導入で、住民参加
型団体に、①規模、②技術、の 2つが求められて
くるだろう。規模の拡大は、専門職員の雇用、事
務局機能の強化につながってくる。また技術の向
上は、①介護、②コーデイネート、③事務管理、
④組織統治(ガパナンス)の4つの次元での技術
を意味するのではないか。
規模と技術の変化は、組織構造の革新を促すこ
とになろう。①専門化(=水平的分業)、②標準化
(=意思決定手続きの規則化)、③公式化(=組織
内コミュニケーション、規則の文書化)、④集権化
(=意思決定がおこなわれる階層の高さ)の4つの
点での革新である。たとえば、 4つの技術とは、
①介護:現場の介護力の向上、資格の獲得、プラ
イパシ一保護、財産管理、評価システムの導入、
②コーデイネート:サービスを必要とする人とヘ
ルパーとをマッチングする技術、ケアマネジメン
トをおこなう有資格者の雇用、③事務管理:人事
管理、会計管理、組織管理、情報管理のシステム
づくり、会計や人事でのコンピュータ活用、④組
織統治(ガパナンス理事会(=執行機関)、評
議会(=議決機関)、総会(=最終意思決定機関)
の区別が必要となる。
2. NPOの存在理由
(1 )補完としての役割
第 1は公共財理論で説かれているものであり、
非営利組織は政府のサービスに満足しない階層に
対して、残余的なサービス提供をおこなう。所得
の高い階層が行政のサービスの上乗せとして在宅
福祉サ}ビスをうけたり、在宅医療や警報システ
ムのサービスを購入する例がそうであろう。
ワイスブロッドは、公共財を提供する私的生産
者として非営利団体を位置づけ、非営利組織の役
割について政府の失敗という観点から一般経済理
論を提示した。彼によると、政府は「中位投票者」
を満足させるレベルで公共財を供給する傾向にあ
る。強制による税の徴収によって、公共財を提供
する。そのため、このような中間的な公共財より
も水準の高いものを求めている人々の間には、不
満足で過小と感じる需要もでてくるだろう。非営
利団体はこのような残余的な需要に対応し、政府
を量と質で補足する公共財を提供する。高い品質
と水準の需要に対しては民間が対応し、そうでな
い中間ないし低い品質と水準の需要に対しては政
府が担当する。ワイズブロッドは、政府と民間で
役割分担を想定し、多様な需要に多様な供給主体
が存在することを認める。いわば、政府の失敗に
対する民間活動の対応を説明した理論といえよう
(Weisbrod 1986:21-40)。
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ただしハンスマンによると、このような公共財
理論の妥当性には 2つの問題点があるという。第
1に、非営利団体によって提供されるサービスは、
必ずしも公共財とはいえず、むしろ私的財という
べきものが多い。とくに、近年急速に拡大してい
る商業的な非営利団体はそうであろう。病院によ
る手術、デイケア・センターによる児童のケア、
予備校による教育、ナーシング・ホームによる介
護、オーケストラによる演奏、は完全に公共財と
はいえない。第 2に、政府の公共財に不満足な需
要に対してなぜ適応するのか、という問題に十分
に、非営利団体の残余の非分配的制約条件は組織
の信頼度を増すため、金銭やボランテイア労働と
いう寄付を促進する。ここで寄付者をプリンシパ
ルとし、団体経営者をエージェントと考えるなら
ば、非営利団体は情報の非対称性が少ないために
プリンシパルの願望どおりにエージェントが活動
する可能性が高い。
ただし日本では、現実には理事会や評議会とい
うガパナンスへ地域の一般住民やサービス享受者
が開放されているとはいいがたい。社会福祉協議
会や福祉公社では管理職員が自治体から出向・派
な説明を加えているとはいえない。ワイスブロッ 遣されており、この人々を中枢として管理運営と
ドの理論では、政府でなければ、営利企業でも民 ガパナンスが実施されているのが実状といえよう。
間非営利団体でもかまわない。非政府部門におけ へ 高齢者や障害者へのサービス提供を目的とした住
る組織の存在意義を強調するだけで、民間非営利 民参加型団体にしても、権限関係や内部機構が整
団体の存在理由を特定する理論とまではいえない
(Hansm加 n1987:29)。
(2)信頼ある組織としての役割
一般的に非営利セクターは政府の代替的存在と
して考えられることが多いが、ハンスマンによる
と、非営利セクターは理論的に市場の失敗への対
応として存在しているという。これを、彼は契約
の失敗という。ハンスマンによると、営利という
形態よりも非営利の方が「信頼jに値し、政府に
よるモニタリングが不可能な場合、営利企業より
も非営利の形態の方が、消費者による管理は実現
しやすい。彼のモデルでは、生産者は消費者より
も生産物の品質についてより多くの情報を保有し
ている。消費者は品質の水準を観察できないため、
生産者をモニタリングできず、生産者は常に不正
を働くインセンテイブをもつことになる。このた
め、消費者は営利の形態よりも非営利の形態によ
る組織のサービス提供を望む (H加 smann1987:29-
33)。
また、非対称情報が契約の失敗を引き起こすと
いう議論と同様に、ミクロ経済学の応用であるプ
リンシパルーエージェントの理論でも、情報の非
対称性を強調する。リスクの高い人々が集まって
しまうことでコストが高くなってしまうことを、
保険学や経済学では逆選択と呼んでいる。一般的
備されておらず、とくに非営利団体では内部書類
やサービス契約の文書化が進んでいない。つまり、
非営利団体の内部構造が公式化・標準化されてい
ないのである。
(3)多元的な価値観の実現としての役割
3番目の存在理由は、非営利組織こそ社会の多
元的な価値や意見を反映し、実現できるという考
え方である。つまり、行政と金業だけでなく、非
営利組織が重要な理由は、行政と金業のサービス
提供での独占が、コミュニティにとって望ましく
ないということになる。社会やコミュニティには、
多様な人種、多様な宗教、多様な教育的背景、多
様な価値観や倫理観をもった人びとが混在してい
るのであるから、その多種多様なニーズを実現す
るためには、供給主体も多元的であるべきだ、と
いう考えがあっても不思議ではない。行政と専門
家は全知全能ではないし、そうであるべきではな
い、というアマチュア精神が重視される。非営利
組織は市民社会を豊かにし、社会から排除された
不利な人びとの声を代弁し、国家と市場への対抗
権力の基礎となり、市民の政治参加を開拓する機
会を提供する重要な役割を担っている (Kendall
and Knapp 1996:6-7)。
生態学における共生の思想によると、ひとつの
種が独占するのではなく、多様な種が存在するこ
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とが、その社会全体の環境適応能力をます、とい
う考え方がある O 地域社会での非営利組織・非政
府組織の役割に照らし合わせて考えると、一元的
で独占されたサービスの提供よりも、多種多様な
サ}ピスの提供こそが、広い目で見ると、そして
長い目で見ると、効率的であり、社会的にも有効
ということであろうか。
3. NPOをとりまく環境の変化
(1 )変わる行政、変わる非営利組織
前述したように、現在の非営利組織をとりまく
環境の変化は 2つある。
第1の変化は2000年介護保険の導入である。介
護が社会的に「公共の行為」として認知された意
義は大きいし、さらに選択の自由と競争原理によ
り非営利組織へ政府財源が増大する可能性があり、
「介護J単価の上昇が人材確保の困難性をもたら
す。
第2の変化は1998年3月制定、 12月施行の特定
非営利活動促進法 (NPO法)であるO 社会福祉法
人、財団法人、社団法人になれなかった任意法人
がNPO法で法人格を取得でき、社会的信頼性を増
すことができる O 逆にNPO法第29条で事業報告書
や役員名簿などの閲覧請求への対応を義務づけら
れている。
このような環境変化にともない、政府の役割も
大きく変化しつつあるO 戦後まもなく措置委託を
開始した日本においては、政府と民間との協働体
系は既存のものであったが、自治体の役割は直接
的なサービスから撤退しつつある。残るは基金・
補助金・委託金という財源の提供であり、ゲー
ト・キーパーから中立的監督・公正な競争の審判
への役割変化が顕著にみられる。サッチャ一政権
以降のイギリスにおいては、サービス提供を民間
へ委ねて行政が調整的役割を担うことを
fEnabling Autority Jと呼んでいる。また、先にも
述べたように、L.サラモンは「第三者政府 Third
Party Govemment Jという概念を提示し、競争か
ら協働という政府一民間関係の変化を説明しよう
としている。都道府県や市町村には非営利組織へ
の支援活動、つまり補助金、税控除、規制などの
活動拡大が期待されている。
もちろん非営利組織も、その役割を大きく変化
させようとしている。第 1に政府との委託契約の
拡大によって、公共サービスの実施機関としての
性質が強まり、行政機関との同質性は高まり、両
者の区別は暖昧になっている。また、民間企業や
医療法人との競争が拡大することによって、非営
利組識もコマーシャル・ベースの活動を余儀なく
され、顧客開拓やマーケテイングの重視、組織構
造の民間企業との類似がみられる。いわゆる行政、
企業、非営利組織の聞に制度的同型化を見いだす
ことができるのであるO
介護保険法においては、介護保険法第42条第1
項2号において、「居宅要介護被保険者が、指定居
宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相当す
るサービス(指定居宅サービスの事業に係る第七
十四条第一項の厚生省令で定める基準及び同項の
厚生省令で定める員数並びに同条第二項に規定す
る指定居宅サービスの事業の設備及ぴ運営に関す
る基準のうち、厚生省令で定めるものを満たすと
認められる事業をおこなう事業所によりおこなわ
れるものに限る。次号及び第五十四条第一項にお
いて「基準該当居宅サービス」という。)を受けた
場合において、必要があると認めたとき」と規定
され、住民参加型在宅サービス団体に対して介護
保険の居宅介護サービス費の支給をおこなう根拠
とされている。厚生省は住民参加型非営利組織を
「活用」しているにすぎず、非営利組織には行政の
補完的役割が期待されている。
しかしながら、介護保険の基準該当サービス事
業者には、ヘルパーの雇用契約、事故対応、会計
処理の明朗化、情報公開、説明責任など組織運営
の近代化が必要となり、ボランテイア精神の喪失
にもなりかねない。そこに介護保険法実施におけ
る非営利組織のデイレンマがある。一方において、
社会福祉法人やNPO法人を取得して、デイケア、
デイサービス、在宅介護の事業をおこなう事業志
向型NPOをめざす団体がある。この代表がケアセ
ンターやわらぎ(東京都立川市)と奈良地域ケア
協会(奈良県奈良市)である。また他方において、
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地域づくり志向型NPOとしての存在理由を考え、
ボランテイア精神を維持しながら、介護保険の適
用範囲外の上乗せ・横だしのサービスを担おうと
する団体もある。この代表がたすけあいの会ふき
のとう(千葉県四街道市)とワーカ」ズわくわく
(横浜市)である。介護保険は住民参加型在宅サ}
ビス団体にとって、いわば「踏み絵」であり、今
後は上記の 2つの方向にわかれていくことが予想
される。
(2)近代化を迫られる非営利組織
事業志向型であれ、地域志向型であれ、非営利
組織が近代化、合理化の方向性へ向かっているこ
とは共通した現象である。ここでは、近代化のマ
クロ的変化として注視すべき点を 3つに要約して
おきたい。
第 1はアカウンタピリティ (説明責任)の必要
性が高まりつつある。アカウンタビリティとは行
政機関による議会への予算執行上の説明責任を直
接的にさし、市民へのレスポンシピリティ(応答
責任)との対照で用いられる。しばしば現場の人
びとから「私たちはいいことをやっているんです
からJI評価をするとは何ごとですか」という言葉
が語られる。結果が良ければよいという手続き的
公正観の欠如を象徴する思考様式であるが、それ
はラポボートのいう実証的裏づけなき「実践イデ
オロギー」でもある。つまり、強い固執性と感情
移入をともない、強い自信によって裏づけされ、
客観的で合理的な評価に影響されることを厭い、
抵抗する考えといえる O
このような合理性の欠落した組織風土が成立し
た原因は、ヒューマン・サービスが動機づけを重
視し、良好な人間関係のもとに組織運営されてい
るからに他ならない。集団の志気やまとまりをあ
らわす凝集性、共通の価値観にもとづく結集力、
指導者の強いリーダシップやカリスマ性が、小規
模な社会集団の存立基盤となっていることは否定
できないだろう O また、組織化のコスト(外部性
を内部化するコスト)の点からみれば、組織の規
模が小ければ、大規模な資源を動員する必要性も
なく、文書化、標準化、公式化の必要性も低い。
組織内部の取引コストは効率的にはならない。な
ぜなら、コストをかけたわりに得られる便益が小
さいからである。それゆえに凝集性、共通価値観
にもとづく結束力、リーダーシッフ。が小規模組織
の運営にとって有効だったのである。しかしなが
ら、規模が拡大し、対象者と担い手の思考が合理
的に変化するにつれて、組織化による手続的公正
の実現は必要条件となる。
第2の注目すべき点は価値の変更がみられるこ
とである。従来は自主財源で組織運営をおこない、
組織の使命にもとづき活動をおこなってきた。し
かしながら政府財源が導入され、公益性の高い組
織として認められるならば、そこでは公平な処遇、
平等な取り扱い、説明と公開の必要性がでてきた。
それは行政機関への対応のみならず、住民への信
頼を確保するためにも必要とされたことである O
アメリカの非営利組織は各州政府に届出し、連邦
内国歳入庁による審査の結果、公益性の高い活動
をおこなっている団体に対しては免税措置がとら
れる。この場合、免税されることの意味とは、非
営利組織が公共(社会的)な存在としての意味を
もち、聞かれた存在であることをさす。
第3の注視すべき点は準行政機関のリストラと
民業化である。従来から市区社会福祉協議会と福
祉公社とは、前者が社会・援護局系、後者が老人
保健福祉局系、の地域組織として存在していた。
社会福祉協議会の職員たちからみれば、福祉公社
は市事業の委託受け皿として設立され、財源と人
的資源の両面で行政機関への依存度が高いものと
して批判の対象であった。しかしながら、市区社
会福祉協議会の財源構成の 7割が市区からの補助
金・受託金から構成されている。
このような依存的な特質については、平成10年
6月17日中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分
科会『社会福祉基礎構造改革について(中間まと
め)jにおいて、「こうした役割の変化に対応し、
市区社会福祉協議会は、社会福祉事業者や民生委
員だけでなく、ボランテイア団体、住民参加型民
間団体、生活協同組合、農業協同組合や地域住民
により構成される地域の公益的かっ自立的な組織
として位置づける必要がある。このためにも、会
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費や寄付金等の一層の充実が望まれるJ(17頁)と
指摘され、今後は一般財源化と自主財源化が予想
されているところである。また、すでに足立区は
福祉公社が社会福祉協議会へ吸収され、北九州市
や新宿区でも敵対から合併への変化がみられる。
自治体から職員が出向・休職派遣・研修派遣・職
務専念免除により社会福祉協議会や福祉公社で働
く現象がみられた。それは自治省の自治体に対す
る公務員定数管理が厳格だからにほかならないが、
組織間関係の組織内関係化(内部組織化)にも批
判が多く、とくに給与を市区役所から支出してい
る点については、東京地方裁で上尾市に違法の判
決がでている(今里1991: 95-104)。
また、任意法人に対しては東京都地域福祉振興
基金から600~900万円近い基金が支出されてきた
が、地域の非営利組織への支援活動は市区町村の
役割とされ、 1999年度から打ち切りが予定されて
いる。広域自治体と非営利組織との関係も、新た
な段階をむかえている。
(3)組織マネジメントの誕生
1998年現在1400団体近く存在する住民参加型在
宅福祉サービスは、家族介護の限界と行政サービ
スの不足の谷聞から生まれたものである。いわば
緊急の必要性を充足するものであり、自の前の問
題を解決することが先にあり、論理や理屈は後回
しとされてきた。しかしながら、アカウンタビリ
ティの必要性が認識され、介護保険法や特定非営
利活動促進法の制定で介護や介助が公益活動とし
て社会的に認知されるようになってきた。そのこ
とが組織構造の近代化を促している。このような
非営利組織の変化にともない、組織マネジメント
の要素が生まれてきているO そこで議論されるべ
き論点は 3つ存在する。
第1はヘルパーの地位と事故対応である。非営
利組織で活動しているヘルパーは、①雇用契約、
②継続的役務提供契約、③斡旋、の 3種類にもと
づく活動として考えられる。
まず、「①雇用契約」では民間企業の従業員と同
じように給与所得となり、源泉徴収が必要となる。
事故が起きたときには、もちろん民法715条にもと
づく事業主の使用者責任、利用者との聞に民法709
条の不法行為責任の問題は生じる。しかしながら、
実際に非営利組織と登録ヘルパーの間で労働契約
が結ぼれていることは少ない。労働者派遣法との
抵触があり、家政婦紹介事業を労働者派遣労働と
考えるかどうかについては、労働省と厚生省との
継続協議事項となっている。そのため、福祉の政
策ネットワークにおいては介護労働を労働者派遣
法の対象として積極的には考えない。非営利組織
において、登録ヘルパーの法的地位は雇用契約と
みなされていることは少ない。その例外が財団法
人横浜市在宅福祉協会である。そこではパート雇
用として位置づけられ、社会保険が適用され、ボ
ランティア貯蓄は認められていない。
つぎに、「②継続的役務提供契約」であるが、こ
れは民法643条の委任契約として考えるものであ
る。これはシルバ一人材センタ一派遣と同じであ
り、所得の種類は雑所得となる。いわゆる謝礼金
であるため、源泉徴収はない。もちろん民法643条
にもとづく準委任契約にもとづく法的責任が事業
主に問われることになり、利用者との関係では不
法行為責任(民法709条)もでてくる。
そして最後は「③斡旋」であるが、これは民法
632条の請負として解釈するものである。そこでは
ヘルパーの業務が事業者の指揮命令下になく、ヘ
ルパーは独立の事業主として考えられ、事業主と
の聞で労働基準法、労働保険や社会保険の適用は
存在しないことになる。対象者とヘルパーの契約
という解釈となり、事故が生じた場合の不法行為
責任はヘルパ}個人の自己責任となる。
さて、非営利組織において第2に合理化される
べき論点は、会計処理の問題であろう。『住民参加
型在宅福祉サービス団体の運営等のあり方に関す
る調査研究』によると、会計処理規程が存在する
団体は60%にとどまっている。また、会計監査の
実施は47.3%にすぎない(全国社会福祉協議会
1997 : 78-81)。経理規程や会計規則にもとづく会
計処理をおこなうことのみならず、単式簿記から
複式簿記への移行が会計処理のリスクを回避する
ために必要とされる。また、総会にて決算報告が
おこなわれるべきであろう。住民参加型在宅サー
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ピスの団体においては、しばしば井勘定やお小遣
い帳の幼稚な会計処理がみられるが、明朗化が必
要なのであり、まさしく常識にもとづく会計処理
が必要とされている。
また、経済活動をおこなっている以上、非営利
組織には市民として納税義務がともなう。特定非
営利活動促進法では人格なき社団法人と同じ扱い
であるため、法人税、消費税、所得税、固定資産
税が団体の納税義務となる。国税レベルでは免税
措置が取られず、その点が今後の改善すべき点の
ひとつとされているが、地方自治体レベルでの免
税の可能性は残っている。たとえぼ、鎌倉市では
NPO法人の法人格を取得した市民団体に対して法
人市民税を減免することを決めている O その減免
の対象となるのは、法人市民税、固定資産税、軽
自動車税などの市税となっている。 (W朝日新聞』
1998年5月2日朝刊)市民へ学内開放をすること
を条件に私立大学の固定資産税を免除する例はか
つてから多く、その点に非営利組織が自治体と交
渉する余地が残されている。
第3の論点は、ガパナンスと事務局機能の責任
問題である。実質的に理事会と総会が最高意思決
定機関となっている。『住民参加型在宅福祉サービ
ス団体の運営等のあり方に関する調査研究』によ
ると、組織の会長の選出方法は30.8%が総会、
35.5%が役員会となっている。互助型、ワーカー
ズ・コレクテイブ、生協といった行政の関与の少
ない組織であればあるほど総会選出の度合いが高
い。これは事業計画や予算・決算の決定方法につ
いても同様であり、とくにワーカーズ・i コレクテ
イブの総会決定の特徴は顕著である(全国杜会福
祉協議会1997:7)。ただし、今後は議決機関と執
行機関との分離が必要となる。集団的意思決定の
方式は手続きの民主化につながり、民主的ガパナ
ンスは対内的にも対外的にも大きな要請となって
いる。
また、事務局管理においては人的資源不足のた
め、規模の小さなワーカーズコレクテイプ、互助
型団体、社会福祉協議会では専任事務局員の配置
率が低く、実質的にコーデイネイターが兼任して
いることが多い。また、事務局業務においては緊
急対応などのために、文書化、標準化、ルーテイ
ン化が求められている。
おわりに
以上、近年のNPOをとりまく環境変化について、
とくにマネジメントの視点の必要性、民主的ガパ
ナンスの要請、行政とのパートナーシップの促進、
の3点が重要であることについて述べてきた。
NPOに対する税・財政、人的資源、情報、場所提
供という支援策は各自治体で具体化している。そ
れは都道府県レベルにとどまらず、市町村レベル
にまで拡大しつつある。それでは、 NPO支援にど
のような正当化根拠を求めたらよいのだろうか。
なぜ直接的なサービス提供ではなく、 NPOへの
様々な支援策なのか。その公共性とは何か。本稿
の論述を終えるにあたり、考えてみたい。
公共事業や都市計画にしばしばみられることだ
が、道路や鉄道の建設のために、一般住民が立ち
退きをしなければならない、ということがおきる。
駅周辺を開発するために、昔からそこに住んでい
た人が、代わりの土地に転居するとか、災害にあ
った大都市中心地で再開発のために商庖街の人た
ちが立ち退きを余儀なくされたという問題がそれ
である。
つまり、公共交通や都市再開発の場合、一部の
住民が全体の公共性のために、個人の土地とか住
宅という所有権を放棄・犠牲にしなければならな
いことが起きてしまう。
どう生きるか、どのような生き方を選択すべき
か、という問題は、自分で決めることで、親が決
めることでもないし、先生が決めることでもない、
ましてや行政が強要するべきものでもない、とい
う考え方もできる。たとえば、地方自治体のおこ
なっている生きがい対策は、非常に個人的なこと、
プライベートなことに介入する、お節介な介入主
義的な事業ではないか。こんなことよりもっとほ
かのことに行政は公共的活動をおこなうべきだ、
という考えも一部の住民からみればあると思われ
るが、なぜ高齢者への生きがい対策に「公共的存
在」を見いだすのか。地方自治体がやっているか
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らイコール公共的活動とはならないが、生きがい
対策が地方自治体の公共的活動として存在する理
由とは何か。
たとえば、文化財保護の公共性は、住民個々人
の禁欲、抑制、犠牲、負担の上に成立している。
その公共性の在り方と似ているのが、都市計画、
公共交通であろう。それとは対称的な公共性は、
みんなが利益を追求して、利己的に行動する活動、
つまり企業や商庖の活動が典型的な例である。資
本主義社会の中で、会社の利益を追求し、商店が
利潤を生むように行動することが、みんなの所得
の向上を生み出し、お金のまわりをよくして、全
体として豊かな社会をつくる。つまり、ひとつは
個人が利己的・功利的に行動するから厚生 (wel-
fare) が向上し、その活動が公共的になるという
考え。もうひとつは、逆に個人が禁欲的・自省的
に行動するから公共的になるという考え。公共性
には2つの対称的な考えがあると思われるが、こ
の2つは相反するものなのか。この2つが調整で
きるためには、どのようにしたらよいだろうか。
このような二律背反問題は行政機関では不可能
であるし、もちろん単独のNPOだけでは解決不可
能な問題であろう。むしろ、このような二律背反
的問題を解決し、地域の社会問題解決力を補完す
ることこそ、行政の新しい役割といえる。非営利
組織が地域社会で大きな公共的活動を果たしてい
る時代においては、もはや補完勢力は、 NPOや
NGOではなく、むしろ自治体政府の方なのだか
ら。
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